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ポイントポイントポイント！
「後期高齢者医療制度」の

●国保、健保組合、共済組合など、
これまでの医療保険に関係なく、
75歳以上の方全員が対象となりま
す。（一定の障がいがある方は65
歳から対象となります。）

●保険料は、所得などに応じて、被
保険者個人単位で納めます。

●制度の運営は、都道府県ごとに設
置される「後期高齢者医療広域連
合（広域連合）」が行います。

対象となる方
市町と広域連合の役割
保険料
被保険者証
お医者さんにかかるとき
所得区分
入院したときの食事代
医療費が高額になったとき
高額介護合算療養費制度
あとから費用が支給される場合
整骨院やマッサージ等施術所で
施術を受けられる方へ
交通事故や傷害事件などにあったとき
被保険者が亡くなったとき
「お薬手帳」を持ちましょう
お薬の飲み残しはありませんか
いきいき元気に暮らすために
“健康診査”を受けましょう
佐賀県の後期高齢者医療の
運営状況
こんなときは必ず届け出を
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対象対象対象となる方 市町 広域連合市町 広域連合市町と広域連合の役割
●75歳以上の方
●65歳以上75歳未満の方で一定の障がい※があ
る方で、申請により広域連合の認定を受けた方

どちらかにあてはまるすべての方が対象者です。

　対象者は、それまで医療を
受けていた国保、健保組合、
共済組合などから後期高齢者
医療制度に移ることになります。

　後期高齢者医療制度は、都道府県単位で設置
されている広域連合が運営主体（保険者）とな
ります。市町は保険料の徴収や窓口業務を行い
ます。

●75歳の誕生日当日から
●65歳以上75歳未満の方で一定の障がいが
ある方は、広域連合の認定を受けた日から

※一定の障がいとは、主に次に該当する障がいのこ
とをいいます。

対象となる日

広域連合の役割市町の役割

運営主体（保険者）と
なり、
●保険料の決定
●医療を受けたとき
の給付
などを行います。

●保険料の徴収
●申請や届け出の受
け付け
●被保険者証の引渡
し
などの窓口業務を行
います。

届け出はどこにすればいいのですか？Q
お住まいの市町の窓口に届け出をして
ください。A

障がいの程度

身体障害者手帳

精神障害者保健福祉手帳 ●1級、2級
療育手帳 ●A（重度）

国民年金法等の障害年金 ●1級、2級

●1級、2級、3級
●4級の次のいずれか
①音声機能、言語機能の著し
い障がい
②両下肢のすべての指を欠くもの
③1下肢を下腿の2分の1以上
で欠くもの
④1下肢の機能の著しい障がい

申請の受け付けなどの窓口業務は市町が行います。
くわしくは市町の担当窓口（裏表紙参照）にお問
い合わせください。



5割

保険料保険料保険料
　後期高齢者医療制度では、対象となる被保険者
全員が個人単位で計算された保険料を納めます。
　保険料は、被保険者1人当たりいくらと決め
られる「被保険者均等割額」と被保険者の所得
に応じて決められる「所得割額」を合計して計
算されます。

被保険者
均等割額
51,800円

所得割額
被保険者に係る
基礎控除後の

総所得金額等×9.88%

＋
佐賀県の
保険料
賦課限度額
62万円

＝
（ ）

（平成30・31年度）

【均等割】
　世帯の所得状況に応じて右表のとおり均等割
額が軽減されます。
　本来7割軽減の対象の方には、これまで特例
として軽減が上乗せ（8.5割、9割）されてきま
したが、平成31年度から段階的に見直しが行わ
れます。

■所得の低い方の軽減措置

均等割の軽減割合

うち、世帯の
被保険者全員の
各種所得なし

33万円以下

33万円＋28万円
×（被保険者数）以下

（世帯主及び
世帯の被保険者全員の
軽減判定所得の合計額）

軽減特例（９割、8.5割軽減）の
見直しについて
　これまで９割軽減の対象であった方 について
は、平成31年度は８割軽減となります。また、
2019年10月から消費税引上げによる財源を
活用した社会保障の充実策として実施される年
金生活者支援給付金の支給や介護保険料の軽減
強化といった支援の対象となります。（ただし、
課税者が同居している場合は対象となりません。
また、年金生活者支援給付金の支給額は年金保
険料の納付実績等に応じて異なります。）

　8.5割軽減の対象の方 については、年金生活
者支援給付金の支給の対象とならないこと等を
踏まえ、激変緩和の観点から、1年間に限り8.5
割軽減に据え置かれます。

2割

8.5割

7割

［平成30年度における
8.5割軽減の区分］

33万円＋51万円
×（被保険者数）以下

対象者の所得要件
本来
の
軽減

31年度

［平成30年度における
9割軽減の区分］

7割

8割
7割

5割

2割

2020
年度（2019

年度）
2021
年度

7.75割



　被保険者の資格を得
た日の前日に健保組合、
船員保険、共済組合な
どの被扶養者だった方
は、保険料の軽減措置
が適用されます。

■被扶養者であった方の軽減措置

【所得割】
　所得割は賦課されません。

【均等割】
　資格取得後2年間（24か月間）に限り、均等
割額が5割軽減されます。

●平成28年度以前から軽減を受けている方
　平成31年度以降、軽減が廃止されます。

●平成29年度以降、軽減を受けている方
　資格取得後2年間（24か月間）に限り、均等
割額が5割軽減されます。

　所得の低い方の軽減措置【均等割】（P4、5参照）
に該当する場合、軽減割合の大きい方が適用さ
れます。

被扶養者であった方の保険料はどう変わるの？
　資格取得後2年間（24か月間）を経過した方 の
うち、所得の低い方の軽減措置【均等割】（P4、5
参照）については、 該当しない方 と 2割軽減に該
当する方 は保険料の負担が増加します。また、賦
課年度の途中で24か月を迎える方は、月割により
軽減の適用を行います。なお、 8割軽減に該当する
方 も負担が増加します。

年間保険料
25,900円

平成30年度に
適用されていた

措置 
資格取得後２年
を経過した方

5割軽減
（元被扶養者
の軽減）

8.5割軽減
（低所得者
の軽減）

9割軽減
（低所得者
の軽減）

資格取得後２年
を経過しない方

平成31年度に適用される措置 

年間保険料
7,700円

年間保険料
5,100円

2割軽減
（低所得者の軽減）
P4、5参照

5割軽減
（元被扶養者の

軽減）

年間保険料
25,900円

8.5割軽減
（低所得者の軽減）
P4、5参照

年間保険料7,700円

8割軽減
（低所得者の軽減）
P4、5参照

年間保険料　10,300円
5,200円の負担増

5割軽減
（低所得者の軽減）
P4、5参照
年間保険料
25,900円

年間保険料
41,400円

15,500円の負担増

年間保険料
51,800円

25,900円の負担増

軽減なし

または



保険料の納め方
　特別な理由がなく保険料
を滞納したときには、通常
の被保険者証より有効期間
の短い短期被保険者証が交
付されることがあります。
また、滞納が1年以上続い
た場合には被保険者証を返
還してもらい、資格証明書
が交付されることがありま
す。資格証明書でお医者さ
んにかかるときには、医療
費がいったん全額自己負担
になります。
　このようなことにならないよう、保険料は納
期内にきちんと納めるようにしましょう。

■保険料を滞納したとき

※ただし、後期高齢者医療制度の保険料と介護
保険料を合計して、年金額の半分を超える場
合、納付書又は口座振替でお支払いいただき
ます。

●年金の受給額が月額1万5千円以上の方は、次
のいずれかの方法により、保険料をお支払いい
ただきます。

●年金の受給額が月額1万5千円未満の方は、納
付書又は口座振替でお支払いいただきます。

①2か月ごとに支給される年金からのお支払い。

※市町の窓口でのお手続きが必要です。
※世帯主、配偶者等の口座からのお支払いに変
更した場合、お支払いされた方は確定申告等
により社会保険料控除を受けることができま
すので、世帯としての所得税・住民税が減額
となる場合があります。

②被保険者ご本人、世帯主、配偶者等の方の口座
からの「口座振替」によるお支払い。



被保険者証被保険者証被保険者証
　後期高齢者医療制度では、一人ひとりに被保
険者証を交付します。
　被保険者証はなくさないように大切に保管し
ましょう。なくしたり破れたりしたときはお住
まいの市町の担当窓口（裏表紙参照）で、再交
付の手続きをしてください。

●交付されたら記載内容の確認をして、間違
いがあれば届け出をしましょう。勝手に書
きかえたりすると無効になります。
●他人との貸し借りは絶対にしないでくださ
い。法律により罰せられます。
●コピーした被保険者証は使えません。

　「特定疾患医療受給者証」及び「特定医療費
（指定難病）受給者証」をお持ちの方は、受給
者証を更新する必要がありますので、県の保
健福祉事務所に速やかに届け出てください。

お医者さんお医者さんお医者さんに
かかるとき

　所得に応じて、お医者さんにかかったときの
一部負担金の割合などが変わりますので、忘れ
ずに所得の申告をしましょう。

所得の申告を忘れずに

●一部負担金の割合

一　般
（区分Ⅰ・Ⅱを含む）

現役並み所得者
（P12参照）

1割

3割

　お医者さんにかかる
ときには、被保険者証
を忘れずに窓口に提示
してください。一部負
担金の割合は、かかっ
た医療費の1割、現役並み所得者は3割です。
★被保険者証に一部負担金の割合（1割または3
割）が明記されていますので、ご確認ください。



所得区分所得区分所得区分 ●一般
　現役並み所得者Ⅲ・Ⅱ・Ⅰ、区分Ⅱ、区分Ⅰ
以外の方
　昭和20年1月2日以降生まれの被保険者及
び同一世帯の被保険者で旧ただし書所得の合
計額が210万円以下の方

●区分Ⅱ
　世帯の全員が住民税非課税の方で区分Ⅰ以
外の方

●区分Ⅰ
　世帯の全員が住民税非課税で、その世帯の
各所得（年金の場合は、年金収入から80万
円を差し引いた額を使用）の合計が0円とな
る方
★区分Ⅰ・Ⅱの方は、「限度額適用・標準負担額減額認
定証」が必要となりますので、市町の担当窓口（裏
表紙参照）に申請してください。

●現役並み所得者Ⅲ
　本人または同一世帯の被保険者の住民税課
税所得が690万円以上の方

●現役並み所得者Ⅱ
　本人または同一世帯の被保険者の住民税課
税所得が380万円以上の方

●現役並み所得者Ⅰ
　本人または同一世帯の被保険者の住民税課
税所得が145万円以上の方

★現役並み所得者Ⅰ・Ⅱの方は、「限度額適用認定証」が
必要となりますので、市町の担当窓口（裏表紙参照）
に申請してください。

※現役並み所得者であっても収入の額が次のいずれか
に該当する場合は一般の区分と同様になります。（市
町の担当窓口への申請が必要です。）
①被保険者が複数いる世帯
　同一世帯の被保険者の合計収入額が520万円未満
②被保険者が1人の世帯
　その被保険者の収入額が383万円未満
③被保険者が1人の世帯であって、同一世帯に70歳以
上75歳未満の方がいる世帯
その被保険者及び同一世帯の70歳以上75歳未満の
方の合計収入額が520万円未満



療養病床に入院する場合

■食費・居住費の標準負担額

現役並み所得者
一般

老齢福祉年金
受給者

区分Ⅱ

区分Ⅰ

※1　一部の医療機関では420円になります。
※2　指定難病患者等は260円になります。
※3　指定難病患者は0円のまま据え置かれます。
※4　過去1年で90日を超える入院の場合は
　　　 1食当たり160円になります。
★医療区分については、医療機関にて判断
されます。

370円

370円

370円

0円

1日当たりの
居住費

1食当たりの
食費

医療区分Ⅰ（入院医療の必要性が低い場合）

460円

210円

130円

100円

入院したとき入院したとき入院したときの食事代
　1食当たり下表の標準負担額が自己負担となり
ます。

■入院時食事代の標準負担額 

現役並み所得者、一般

区分Ⅱ

460円※

210円

160円

100円区分Ⅰ

90日までの入院

過去1年で90日を超える入院
★長期入院に該当

※一部260円の場合あり。
●区分Ⅰ・Ⅱの方は、「限度額適用・標準負担額減額認定証」
が必要となりますので、市町の担当窓口（裏表紙参照）
に申請してください。

★長期入院の対象となる入院日数は、後期高齢者医療制度
以外の医療保険の日数を含む場合もありますので、くわ
しくは市町の担当窓口にお問い合わせください。

所得区分（P12、13参照）

所得区分
（P12、13参照）

※1

現役並み所得者
一般

老齢福祉年金
受給者

区分Ⅱ

区分Ⅰ

370円

370円

370円

0円

1日当たりの
居住費

1食当たりの
食費

医療区分Ⅱ、Ⅲ（入院医療の必要性が高い場合）

460円

210円

100円

100円

所得区分
（P12、13参照）

※1 ※3

※3

※3

※2

※4

1食当たりの
食費



自己負担限度額（月額）

〈　〉内の金額は、多数該当〈過去12か月に3回以上
高額療養費（世帯単位）の支給を受け、4回目の支給
に該当〉の場合に適用します。
1年間（8月から翌年7月まで）の外来の自己負担額
の上限額は14.4万円です。

※1

※2

★75歳の誕生月は、それ以前の医療保険と後期高齢者医
療制度の自己負担限度額が、それぞれ2分の1となります。

●1か月（同じ月内）の医療費の自己負担額が
限度額（P17）を超えた場合、申請により超
えた分が高額療養費として支給されます。

●同じ世帯内で複数の後期高齢者の方が医療を
受ける場合は、病院・診療所・診療科の区別
なく合算できます。

●限度額は外来（個人単位）を適用後に、外来＋
入院（世帯単位）を適用します。

●入院時の食事代や差額ベッド料などは計算の
対象外となります。

　厚生労働大臣が指定する特定疾病（先天性
血液凝固因子障害の一部、人工透析が必要な
慢性腎不全、抗ウイルス剤を投与している後
天性免疫不全症候群）の場合の自己負担限
度額は1医療機関（入院・外来別）につき月
額1万円です。
　「特定疾病療養受療証」が必要になります
ので、市町の担当窓口（裏表紙参照）に申請
してください。 

特定疾病療養受療証

★区分Ⅰ・Ⅱの方は、「限度額適用・標
準負担額減額認定証」が必要となり
ます。また、現役並み所得者Ⅰ・Ⅱ
の方は、「限度額適用認定証」が必
要となりますので、市町の担当窓口
（裏表紙参照）に申請してください。

医療費医療費医療費が高額高額高額
なったとき

に
外来

（個人単位）
外来＋入院
（世帯単位）

現役並み
所得者Ⅲ
現役並み
所得者Ⅱ
現役並み
所得者Ⅰ

区分Ⅱ
区分Ⅰ

一　般

252,600円＋（医療費－842,000円）×1％
〈140,100円〉

18,000円
（年間14.4万円）

57,600円
〈44,400円〉

8,000円
24,600円
15,000円

所得区分
（P12、13
参照）

※2 ※1

※1

167,400円＋（医療費－558,000円）×1％
〈93,000円〉※1

80,100円＋（医療費－267,000円）×1％
〈44,400円〉※1



　次のような場合は、いったん全額自己負担し
ますが、市町の担当窓口（裏表紙参照）に申請
して認められると、自己負担分を除いた額があ
とから支給されます。

あとから費用あとから費用あとから費用が 

●やむを得ない理由で被
保険者証を持たずに受
診したとき

●海外渡航中に治療を受
けたとき（治療目的の
渡航は除く）

●医師が治療上必要と認
めたコルセットなどの
補装具をつくったとき

●医師が必要と認めたは
り・きゅう、マッサー
ジなどの施術を受けた
とき

※医師の指示により、緊急かつやむを得ず医療機関へ移送され
た場合は、移送費が支給されます。

支給される場合
高額介護
　　合算療養費制度　
高額介護
　　合算療養費制度
高額介護
　　合算療養費制度

■合算する場合の限度額（年額）
（毎年8月から翌年7月までの間が対象となります。）

現役並み所得者
一　般
区分Ⅱ
区分Ⅰ

670,000円
560,000円
310,000円
190,000円

所得区分（P12、13参照）
平成30年7月まで

限度額

現役並み所得者Ⅲ
現役並み所得者Ⅱ
現役並み所得者Ⅰ

一　般
区分Ⅱ
区分Ⅰ

2,120,000円
1,410,000円
670,000円
560,000円
310,000円
190,000円

所得区分（P12、13参照）
平成30年8月から

限度額

　医療保険と介護保険が高額になったとき、双
方の自己負担を合算し、下記の限度額を超えた
場合、申請により超
えた分が高額介護合
算療養費として支給
されます。



交通事故　傷害事件交通事故　傷害事件交通事故や傷害事件
などにあったとき

　被保険者が亡くなったとき、葬祭を行った方
に対して葬祭費30,000円が支給されます。

被保険者被保険者被保険者が 
亡くなったとき

　被保険者証、印かん、交通事故証明書などを持っ
て、市町の担当窓口（裏表紙参照）で「第三者行
為による傷病届」の手続きをしてください。

必ず担当窓口に届け出を

　第三者（加害者）から傷害を受けた場合でも、
届け出により保険証を使用して医療を受けるこ
とができます。
　この場合、広域連合が医療費を立て替え、あ
とで加害者に費用を請求することになります。
　不用意に示談をしてしまうと、第三者（加害者）
に損害賠償請求ができなくなる可能性がありま
す。示談内容には十分注意し、示談の前に必ず
広域連合へご相談ください。
　届け出対象事例
　●自動車を運転中に自動車とぶつかった
　●歩行中に自転車にはねられた
　●他人のペットに咬まれた
　●介護施設で介助中にけがを負った
　などが挙げられます。

整骨院整骨院整骨院や
マッサージ等施術所マッサージ等施術所マッサージ等施術所

　『柔道整復師（整骨院、接骨院）』、『はり・きゅう』、
『あんま・マッサージ』の施術を受けるときに、
保険が使えない場合があります。
　次の事項にご注意ください。

で施術を受けられる方へ

●保険の対象となる施術には、あらかじめ
　主治医の同意が必要となります。
（外傷性の打撲・捻挫に対する柔道整復の
施術を除く。）
●医療機関で治療中の傷病がある場合、そ
　の傷病についての柔道整復およびはり・
　きゅうの施術は保険の対象になりません。
●単なる肩こり、疲労回復や慰安を目的と
　したものは保険の対象となりません。
●あんま・マッサージの往療（往診）には、
　主治医の同意が必要です。
●公共交通機関等を利用して
患者一人で施術所への通所
が可能である場合、往療
（往診）は保険の対象とな
りません。



　　　　　　を
　　　持ちましょう
「お薬手帳」「お薬手帳」「お薬手帳」

　医療機関ごとに「お薬手
帳」を持っていませんか。
ひとつにまとめることで、
薬の重複・薬の飲み合わせ
や副作用がないか確認でき
ます。医療機関では保険証、
診察券と一緒に「お薬手帳」
も出しましょう。
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●内容
問診・身体計測（身長、体重等）
血圧測定・尿検査（糖、蛋白）
血液検査（血糖・脂質・肝機能）など
●日程・場所
　市町によって、健診時期や場所、受診
方法が異なりますので、くわしくは、お
住まいの市町の担当窓口（裏表紙参照）
へお問い合わせください。
●自己負担額
年に1回無料

いきいき元気に暮ら
すために
を受けましょう

“健康診査”“健康診査”“健康診査”

※すでに糖尿病などの生活習慣病で治療中の方は、かかり
つけ医にご相談の上受診してください。

　健康診査の結果は、“今あなたのからだの中に
起きていること”を伝えてくれます。
　高血圧や糖尿病などの生活習慣病は、自覚症
状がなく重症化し、突然、脳卒中や心筋梗塞な
どに至ることがあります。
　ぜひ、健康診査を年1回
すすんで受けて、健康管理
に努めましょう。

　飲み残したお薬や飲まなくなったお薬をその
ままにしておくと、飲み間違いの原因になります。
また勝手な判断でお薬を飲んでしまうと思わぬ
副作用が起こることがあります。飲み残したお
薬があったら「かかりつけ薬剤師・薬局」に持っ
て行ってください。
　お薬は正しく飲むことで本来の治療効果が期
待できます。

　　　　　　　　　　は
　　　ありませんか
お薬の飲み残しお薬の飲み残しお薬の飲み残し

す。
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は必ず届け出を

こんなとき 届け出に必要なもの

一定の障がいが
ある6 5歳以上
75歳未満の方で、
被保険者として
認定を受けよう
とするとき

①国民年金証書・身体障害
者手帳などの書類
②印かん
③加入している健康保険の
被保険者証

①被保険者証
②印かん
③個人番号（通知）カード

①被保険者証
②印かん
③生活保護受給決定通知書
④個人番号（通知）カード

①負担区分証明書
②印かん
③個人番号（通知）カード

生活保護を受け
るようになった
とき

転出・
転居

転入

①亡くなった方の被保険者
証
②印かん
③個人番号（通知）カード

被保険者が亡く
なったとき

住所が
変わっ
たとき

障がい認定を受
けられていた方
が撤回するとき
（将来に向かって
撤回できます）

①被保険者証
②印かん
③個人番号（通知）カード

※お手続きの際には、「個人番号カード」もしくは「本人
確認ができる書類（運転免許証など）」と「個人番号（通知）
カード」をご持参ください。

の運営状況
1

佐賀県の後期高齢者医療佐賀県の後期高齢者医療佐賀県の後期高齢者医療
の運営状況の運営状況（平成29年度決算による）

医療給付費と財源の状況

2 保険料の状況

3 医療費の状況

●医療給付費とは

（単位：億円）

佐賀県の1人当たりの医療費は全国の平均額よりも
約13万円高く、全国で5番目（平成28年度）の

水準となっています。健康診査などを
積極的に受診し、健康に留意しましょう。

※全国平均　約94万円

（平成29年度平均被保険者数　122,428人）
1人当たりの医療費　約107万円

医療費のうち、一部負
担金等を除いた額です。

※一部負担金を含む。

現役世代
からの
支援
489

国
負担
425

県
負担
122

市町
負担
104

保険料負担　65
その他　2

医療給付費
総額

1,207億円

保険料収納率　99.64%
（収納済額　72億1千8百万円）


